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＜内容＞
１ 過労死等の実態からみたメンタルヘルス対策の力点
２ 心の健康づくり対策の目的、意義とストレスチェック制度の活用
３ 職場環境改善のすすめ方

※本講演において報告すべき利益相反（COI）はありません。

http://researchmap.jp/read0063276/


１ 過労死等の実態からみた
過重労働・メンタルヘルス対策の力点
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Data source: Ministry of Health, Labour and Welfare of Japan, White paper “Karoshi” 2021.

Yamauchi T, Yoshikawa T, et al. Ind Health 2017; 55: 293-302.

認定基準改定
(昭和62(1987)年)

＋短期間
の過重負荷

業務上外の
判断指針

（平11(1999)年）

心理的負荷による
精神障害認定基準
（平23(2011)年）

認定基準改定
(平成13(2001))

＋長期間
の過重負荷

認定基準改定
(令和3(2021))
負荷要因
精査

・脳・心臓疾患の請求件数は年間800件前後、支給決定件数は250件前後で推移

（過労死防止法施行(2014)、時間外労働上限規制(2019)以降、支給決定件数はやや減少？）

・精神障害の請求件数、支給決定件数共に、1998年を境に一貫して増加傾向
認定基準改定

(令2(2020))
パワハラ追加



過労死等防止対策推進法（平成26年11月1日施行）及び
過労死等の定義、労災補償制度

＜背景＞1980年代後半、過重労働による脳・心臓疾

患等がいわゆる「過労死」の名称で用いられ、社会

的に注目が進む

＜法律制定の経過＞2000年代、被災者の遺族（家

族会）や支援する弁護士、学者等により過労死を防

止する立法を目指す団体が結成され、国会や地方

議会に対して働きかけ、今回の法制定に至る

• 大綱を定める「過労死等防止対策推進協議会」を設置

• 国は、過労死等に関する調査研究等を行う→過労死等防止調査研究センターの設置

「過労死等」の定義（第2条）

 業務における過重な負荷による脳血管疾患

若しくは心臓疾患を原因とする死亡

 業務における強い心理的負荷による

精神疾患を原因とする自殺による死亡

 死亡には至らないが、これらの脳血管疾患・心

臓疾患、精神障害

参照
脳・心臓疾患の労災補償について（厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudouk
ijun/rousai/090316_00006.html
精神障害の労災補償について（厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/rousaihoken04/090316.html

過労死等（脳血管疾患・心疾患、精神障害・自殺）は、労災
補償給付の対象疾患として、認定基準に沿って、その給付
が行われています。
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/rousai/090316_00006.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/rousai/090316_00006.html
https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/rousaihoken04/090316.html


過労死等の実態解明と防止対策に関する
総合的な労働安全衛生研究の概要：3つの柱で進めています



脳・心臓疾患、精神障害の労災認定事案の件数と発生率
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38.4件/100万

100万雇用者年あたり発生件数認定事案総数（2010-2014）

13.5件/100万

13.0件/100万

16.4件/100万

28.3件/100万

7.9件/100万

<脳・心臓疾患> <精神障害>

(Takahashi M. JOH 2019ほか)

• 脳疾患は3.7件/雇用者100万人、心臓疾患は2.3件/雇用者100万人

• 運輸・郵便業が全事案の3分の1、発生率は漁業、運輸業・郵便業が突出、建設業、宿泊業・飲食サービス業と続く

• 精神障害は9.3件/雇用者100万人

• 製造業、卸売・小売業、医療・福祉の順、発生率は情報通信業、運輸・郵便業、学術研究・専門技術サービスが高い
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過労死等における精神障害：認定時の決定時疾患名

全事案
自殺事案

60

40 27

73 88

12

71

29

男性(n=1,372)
女性(n=623) 女性(n=17)

・決定時疾患名は、男性の60%はF3領域（気分障害、うつ病などを含む）、

女性の73%はF4領域(神経症性障害、ストレス関連障害等）であった。

・自殺事案に注目すると、男性の9割、女性の7割はうつ病を含む気分障害によるものであった。

F4:神経症性障害等

F3:気分障害

男性(n=363)

出典：過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究（平成27年度総括・分担研究報告書、2016, p20)）

F4:神経症性障害等

F3:気分障害



精神障害の過労死等事案、出来事別・業種別の分析から

 精神障害の労災認定の理由となった心理的負荷の出来事には、

業種ごとで相違があります。防止対策は業種毎、職場毎で異なります。

医療・福祉

事故・災害関係（患者
暴力・クレーム等）

自動車運転手
長時間労働、
事故・災害

ＩＴ産業
長時間労働

飲食業
長時間労働

労災疾病臨床研究：H27-29「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究（代表研究者高橋正也）」より図作成

自殺事案の多くは
長時間労働が事由

Yamauchi T, Yoshikawa T et al JOEM 2018; 60(4): 178-182 



・自殺事案を発病から死亡までの日数別にみると、「29日以下」が半数以上。
・自殺事案について、医療機関への「受診歴なし」が約６割であった。
・自殺事案を職種別にみると、専門的・技術的職業従事者、管理的職業従事者が多く、そ
の割合は精神障害事案全体と比較しても高い。

Nishimura Y, Yamauchi T, Sasaki T, Yoshikawa T, Takahashi M. Overtime working patterns and adverse events in work-related suicide cases: 
hierarchical cluster analysis of national compensation data in Japan (fiscal year 2015-2016). Int Arch Occup Environ Health. 2021 Sep 25. 
（資料出所）労働安全衛生総合研究所過労死等防止調査研究センター「令和元年度過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労
働安全衛生研究」、令和２年度過労死等防止対策白書（概要資料）

過労死等事案における自殺事案の分析結果から

→専門的・技術的職業従事者、管理的職業従事者に注目すること、
日頃からの相談しやすい環境作りと、早期の対応が重要です。



職場における
心理的負荷評価表が
改訂されました（令和2年8月）

パワハラ
認定基準改定
令和2(2020)年8月～

＜心理的負荷による精神障害の認定基準について（平成23年
12月26日付け 基発1226第1号)（令和2年8月21日改正)＞
https://www.mhlw.go.jp/content/000661301.pdf

脳・心臓疾患の過労死等
労働時間以外の負荷要因が
見直されました（令和3年9月）

＜血管病変等を著しく増悪させる業務による脳血管疾患及び虚血性心疾
患等の認定基準について（令和３年９月14日付け 基発0914第１号)＞
https://www.mhlw.go.jp/content/000832096.pdf

 7つの出来事類型

① 事故や災害の体験

② 仕事の失敗、過重な責任

③ 仕事の量・質の変化

④ 身分の変化等

⑤ 役割地位等の変化

⑥ 対人関係のトラブル

⑦ 対人関係の変化

・休日のない連続勤務、勤務間インターバルなど、労働時間
の長さだけでない負荷要因にも注目
・心理的負荷よ伴う業務は、精神障害の心理的負荷表に準じ
た評価に見直し

https://www.mhlw.go.jp/content/000661301.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000832096.pdf


サマリー 精神障害・自殺による過労死等の主なFACT

 精神障害による労災認定件数は増加傾向

– うち自殺によるものは毎年100名弱、うち半数は発症後1ヶ月で自死

 業務上の心理的負荷の出来事は多様だが、長時間労働が重なり総合

判断で認定される事案が多い

– →長時間労働対策だけでなく、職場での働き方全体を見渡した防止対策を

– →業種ごとで負荷要因は相違→業種ごとの特徴にあわせた防止対策を

 急性ストレス反応、PTSDも相当数認定され、増加傾向

– 女性に多い →立場の弱い労働者への配慮

– 暴言・ハラスメント →風通しのよい職場つくり、被災労働者のケア、

– 災害・事故への遭遇 →作業安全確保、健康と安全を一体化した取り組み

 精神障害の労災認定等に関して

– 認定基準にパワーハラスメントが明示→今後の認定件数に注目

– 脳・心臓疾患の認定基準でも、精神疾患の心理的負荷表が活用



過労死等対策の取り組み視点

長時間
労働

労働時間
以外の要因
・要求度、裁量、支援
・報酬、やりがい、意義
・業務負担軽減策
・見通し、雇用・保障安定
・教育機会の提供

・事故・災害

良好で生産的な
人間関係
ハラスメント対策

2019年4月～

時間外労働上限規制
（医師、運輸、建設等除く）
2020年4月～
中小企業適用

女性活躍・ハラスメント
規制法（2020.4-）

①中小企業で
規制の実効性は？

・新しい働き方（フリーラ
ンス、兼業・副業、自営業
は？）対応しているか？

②「労働時間以外の過重労働要因」を
適切に評価

・勤務間インターバル
・多様な負荷要因を考慮
・世代間ギャップ
・ライフイベントは20年前のストレスと変化している
（家族構成、人口・年齢・男女・産業分布、IoT、世代間ギャップ等）

③職場での
ハラスメント対策をすすめる

既存の産業保健体制を強化

最悪の
ケース

引用 吉川徹(2020)．過労死・過労自殺の労働災害の実態と予防策．産業医ガイド（第3版） 東京：日本医事新報社 p623-629



ラインによるケア

管理監督者による
職場環境等の改善
個別の相談対応

事業場内産業保健
スタッフ等によるケア

産業医、衛生管理者等による
職場環境等の評価と改善
個別の相談対応や紹介
ネットワークの形成

事業場外資源
によるケア

事業場外資源による
医療サービスの提供
情報の提供

セルフケア

労働者による
ストレスへの気づき
ストレスへの対処等

心の健康づくり計画
の策定

事業者による計画の策定 •事業場における組織的な対策の推進

•事業場の全員が役割をもって
メンタルヘルスを推進

•未然防止（予防）を重視

労働者の心の健康の保持増進のための指針 (厚労省)

２ 職場環境改善を通じた心の健康づくり対策の目的、意義
ストレスチェック制度の位置づけと、職場環境改善の目的、意義、具体例



メンタルヘルス対策の取り組み方
ストレスチェック制度の位置づけと、職場環境改善の目的、意義、具体例

出典：厚生労働省，ストレスチェック
項目等に関する専門検討会資料

三次予防
職場復帰

二次予防
早期発見

一次予防
①職場環境改善、②上司教育、③セルフケア

ストレスチェック制度はメンタルヘルス一次予防をねらいとして導入されました



ストレスが少なく、働きやすい職
場づくりを目的とした、参加型の
職場環境改善が広がっています

ストレス一次予防策（心の健康づくり）と
職場環境改善との関連

職場環境改善は、健康状態の改善と生産性向上に
資する科学的根拠がある取り組み

ストレスチェック制度においても
職場環境改善がストレスの改善に有効

費用便益の面でも職場環境改善は有効な取り組み



メンタルヘルス一次予防の費用対便益分析

吉村健佑, 川上憲人,堤明純ら．日本における職場でのメンタルヘルスの第一次予防対策に関する費用便益分析
，産衛学雑誌，55(1)，11-24（2013）

1人当たりの費用 1人当たりの便益

職場環境改善 7,660円 15,200-22,800円 ○

管理監督者教育A 5,290円 4,400－6,600円 △

管理監督者教育B 2,948円 0円 △

個人向けストレス
マネジメント教育

9,708円 15,200-22,920円 ○

1人当たりの費用：介入にあたって必要な費用の総額を介入群の従業員で割ったもの（従業員等の賃金や講師謝金）
1人当たりの便益：HPQ（労働生産性の指標）の介入前後の差×介入人数×年間賞与額

・メンタルヘルス一次予防の取り組みは、①職場環境改善、②上司教育、③セ
ルフケア対策、いずれも費用対効果があります。



日本人労働者約4,000名を対象としたインターネット調査

職場環境改善の有用性

ストレスチェック制度と職場環境改善の組み合わせが重要です。

Imamura K, Asai Y, Watanabe K, Tsutsumi A, Shimazu A, Inoue A, Hiro H, Odagiri Y, Yoshikawa T, Yoshikawa E, 
Kawakami N (2018). Effect of the National Stress Check Program on mental health among workers in Japan: A 1-year 
retrospective cohort study. Journal of occupational health   60(4) 298-306
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ストレスチェック後に職場環境改善が行われた
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組織レベルで行われた39件の介入研究の系統的レビューでは、
介入は３つの視点が注目されました

 物質的条件（人間工学・作業環境）：業務
遂行時に必須なあらゆる物理的物質の影
響・化学薬品の使用を含む

– 物品取り扱い、騒音、化学物質、人間
工学など

 労働時間条件（work-time）：労働時間
数、労働強度への介入

– 労働時間、作業速度、シフト数、締め
切り、作業ペース、休憩回数など

 労働組織に関する条件
（organizational）：心理的・社会的要因や業
務の遂行に必要なプロセス・手順

– 仕事の要求度、仕事のコントロール、
責任など

– 作業方法、各タスクの実施順チーム
編成、組織内の階層構造など

出典：Diego Montano, Hanno Hoven, Johannes Siegrist. Effects of organizational-level interventions at work on 
employees’ health: a systematic review BMC Public Health 2014, 14:135

① 半数で健康改善に有意な効果
② 包括的な介入は成功率が高い

吉川徹、土屋政雄、吉川悦子、森口次郎、佐野友美．平成27年度分担研究「職場環境改善の工夫の検討」．平成27年度厚生労働科学研究費補助金（労働安
全衛生総合研究事業）「ストレスチェック制度による労働者のメンタルヘルス不調の予防と職場環境改善効果に関する研究（H27－労働－一般－004）」

介入プロセスが、
有効な成果を得る

ために重要

物質的条件のみ 2件

労働時間条件のみ 5件

労働組織条件のみ 16件

労働時間条件と組織条件 3件

物質的条件と組織条件 10件

3つの条件すべて 3件



＜論文の概要＞

 国内のある製造工場において、
11職場（従業員数97名）を介入
群・対照群に無作為割り付け

 介入群には参加型アプローチに
よる職場環境改善を実施

 参加型職場環境改善が職場のメ
ンタルヘルスや仕事のパフォー
マンスに与える影響を評価

参加型職場環境改善のRCT研究
堤 明純 他 （2009年）

日本で行われたメンタルヘルスと生産性に関す
る参加型職場環境改善の科学的研究が、
世界で参照されています。



区分 問題点 改善案
仕事の
しやす
さ

物品が整理されておら
ず業務を妨げる

器具・備品の整理整頓/保管場所明確化
/部品見出し表作成/備品のラベル表示/
製品入れの多段化改良/作業台設置/
ツール工夫

ライン編成の不備 業務に合わせライン再編
レイアウト変更による動線の改善

技能の
問題

作業員の技能不足 作業手順書の適宜更新

上司支
援

部下数が多くトラブル
に対応できない

サブリーダーの設置

同僚支
援

中途採用者などもあり、
作業者相互の交流が少
ない

全員参加の清掃時間帯設定
職場の懇親会を頻繁に開催
（一部で実施）

環境 ホコリ対策 ホコリよけカバー作成

職場単位のGWで取り上げられた
職場のストレス要因と改善策



事業者による方針の表明

衛生委員会で調査審議

ストレスチェックの実施

個別フォロー
(結果通知・面接指導）

集団分析

職場環境改善

• 目的
• 実施体制
• 実施方法

• 情報の取扱い
• ストレスチェックの結果の保存
• 結果提供の同意取得方法等

ｃ

ストレスチェックと面接指導の
実施状況の点検・確認と改善事項の検討

厚生労働省：ストレスチェック等の職場におけるメンタルヘルス対策・過重労働対策等 資料より一部改変引用

実
施
前

ス
ト
レ
ス

チ
ェ
ッ
ク

全
体

評
価

集
団
分
析

面
接
指
導

組織的な
取り組み

PDCAサイクルで

PDCA

を
回
す

職
場
ド
ッ
ク

PDCA

を
回
す

職
場
ド
ッ
ク

PDCA

で
進
め
る

職
場
環
境
改
善

ストレスチェック制度における
面接指導と職場環境改善の位置づけ

Plan

Do

Check
Act



集団的な分析の実施と職場環境改善

 「職業性ストレス簡易調査票」を使用する場合は、「仕事
のストレス判定図」を活用することを推奨

 事業者は、産業医等と連携しつつ、集団的な分析結果
を、職場における業務の改善、管理監督者向け研修の
実施、衛生委員会における具体的な活用方法の検討な
どに活用する。

 個人のストレスチェック結果の集団的な分析結果は、労
働者の同意なく事業者が把握可能とし、実施者から事
業者に提供することができる。

※ ただし、集団的な分析の単位が少人数である場合に
は個人が特定されるおそれがあることから、その単位が
10 人を下回る場合には、分析の対象となる労働者
全員の同意がない限り、集団的な分析結果を事業
者に提供することは不適当。



職業性ストレス簡易調査票項目

ストレス要因

ストレス反応

修飾要因
（支援）

量的負担

質的負担

身体的負担

裁量度

技能活用

対人関係

職場環境
適性
働き甲斐

活気

イライラ

疲労感

不安感

抑うつ
19～29
身体愁訴



仕事のストレス判定図で確認する
４つのストレス要因

• 「仕事のストレス判定図」では、
健康との関係が深いことがわかっ
ている４つのストレス要因
– 仕事の量的負担
– 仕事のコントロール
（裁量権や自由度のこと）
– 上司の支援
– 同僚の支援

を所定のストレス調査票で測定し、その結果にもとづい
て、職場のストレス要因の程度や健康問題の起きやすさ
（健康リスク）を知ることができる。



活用例：産業保健スタッフが職場に結果を
フィードバック→職場改善の下準備

データを参考にして
職場の働き方に思いを
めぐらす



集団分析結果の活用方法３つのフェーズ

→高ストレス職場への介入方法の工夫
（「改善しろ」と言われることがストレス」へ対処）

-職場の準備状況をふまえてアプローチ
-問題に焦点を当てすぎず職場の強み・工夫に注目
-要因分析に固執しない
-個別フォローや管理職の理解と協力

•モニタリング推
移をみる

•取組みのきっか
けや方針づくり
に活用

放置しない
活用方法

•管理職に結果
説明会を開催

•衛生委員会で
報告

結果を
フィードバック

•職場訪問
•管理職研修

•衛生委員会

•職場検討会

職場環境改善に
活用



集団分析結果を活用した職場環境改善の例

集団分析
結果

• 仕事の量
的負担が
高く、同僚
の支援が
低い

職場の状況分析
• 職場内の連携が
低く同じ作業を
別々に行うなど
無駄が多かった

• 特定の人物に仕
事が集中して負
荷がかかった

職場環境改善
• 始業前の短時
間ミーティング
の実施

• ミーティングの
中で各自の仕
事の進捗を報
告

効果
• 重複作業の見
直し、作業者
同士の連携が
進み相互支援
が高まった

• 仕事の集中や
偏りをミーティン
グ時に報告し
あい、調整でき
るようになった

労働者健康安全機構 これからはじめる職場環境改善 スタートのための手引き より一部改変



集団分析
結果

• 上司の支
援が低い

職場の状況分析
• 分散職場のため
トラブル発生時
にすぐに上司に
相談できない

• 部下数が多く上
司がすべてのトラ
ブルに対応でき
ない

職場環境改善
• グループ単位で
サブリーダー設置

• 上司の権限の一
部委譲でサブリ
ーダーが判断し、
対応可能に

効果
• トラブル発生
時、サブリーダ
ーと一緒にす
ぐに対応でき
るようになった

• イライラも減り
生産性も向
上

労働者健康安全機構 これからはじめる職場環境改善 スタートのための手引き より一部改変

集団分析結果を活用した職場環境改善の例



主導型別にみた職場環境改善の３つの方式

産業保健スタッ
フはどの方式
にも関与する

職場環境改善の計画
立案を誰が中心とな
って行うかで分類
① 経営層主導型
② 管理監督者主導型
③ 従業員参加型



ストレスチェック制度を利用した
職場環境改善はPDCAサイクルで行います

PDCA 内容 成功のヒント

Plan
計画

ストレスチェック集団分析とその
結果に基づく職場環境改善につ
いての方針作成
実施計画のデザイン

▶ 経営層の理解とリーダーシップ

Do 実

行

(1)ストレスチェックの実施
▶ 既存の取り組みを活用
▶ 分かりやすい言葉や例で説明
▶ 情報量は最小限に
▶ 職場の良い点に目を向ける

(2)集団分析

(3)職場報告 事業者向け

(4)職場報告 職場向け

(5)職場環境改善

Check
評価

参加者の意見等プロセス評価
各指標の変化の評価 ▶ 職場内外の支援者がフォロー

▶ 結果だけでなく活動のプロセス
も重視Act 改

善
次年度以降の実施手順
方法の見直し

労働者健康安全機構 これからはじめる職場環境改善 スタートのための手引き より一部改変



ストレスチェック制度における
集団分析結果の一次予防的活用

• 職場環境改善は心の健康に有用で
ある多くの科学研究が報告

• ストレスチェック制度を活用した環
境改善はPDCAサイクルで

• 集団分析結果の活用は、職場の準
備状況に応じた検討を



３ 職場環境改善のすすめ方

• 職場環境改善は幅広い視点に注目を

• 職場の話し合いの場面を大切に

• 健康経営、ISOシリーズなど、職場全
体の安全衛生のしくみと、心の健康作
り計画をシンクロさせる



メンタルヘルス対策の取り組み内容別の事業場割合
/ストレスチェックを活用した職場環境改善の内容

61.4 

35.9 

20.7 

37.0 

62.7 

50.7 

24.8 

59.2 

29.6 

19.8 

36.2 

62.9 

42.5 

22.5 

0.0 50.0 100.0

メンタルヘルス対策に

取り組んでいる事業所

衛生委員会での調査審議

計画の策定と実施

実務担当者の選任

SCの実施

相談体制の整備

職場復帰支援プログラム

令和2年割合(%) 平成30年
(%)

32引用 令和２年「労働安全衛生調査（実態調査）」

78.6 

79.6 

29.1 

26.1 

53.6 

21.7 

41.7 

48.1 

26.4 

9.5 

45.4 

73.3 

80.3 

26.8 

28.8 

46.5 

17.3 

28.7 

32.6 

20.6 

5.2 

38.1 

0.0 50.0 100.0

集団分析の実施

分析結果の活用

業務配分の見直し

人員体制・組織体制の見直し

残業制限、休暇取得

職場物理的環境の見直し

上司・同僚支援環境整備

相談窓口

管理監督者研修

従業員参加型ワークショック

衛生委員会での審議

令和2年
(%)

平成30年
(%)



ストレス一次予防のための職場環境改善視点

人間関係
相互支援

執務室内
職場環境

安心できる
職場のしくみ

相談窓口
地震・緊急時対応

上司のリーダーシップ
同僚のサポート

対人関係
仕事の
すすめ方

情報の共有
残業・休日・休暇

照明・騒音・温湿度
衛生・休養設備

例１：個人作業に偏りがちな職場で
コミュニケーション不足

→  10分ミーティングで情報共有
→ 上司からコミュニケーション

を取るよう心がけた．

例２：担当者不在時の業務
対応に支障

→ 業務に不慣れでもわかる
マニュアルづくり

→ 常時、円滑にできる体制



事例：公務職場、職場ドックの取り組み
(高知県・北海道・京都府・広島市）

成果発表報告会
職場ドック推進リーダー
研修会

各職場での検討会
改善計画・実施

トイレ前に目
隠しカーテン

ミｰティング卓
の導入

職場単位で改善実施

（杉原ら 2012）



事例：病院職場（循環器専門病院）

① 各職場から選出され
たファシリテータを
養成

② 実際の取り組みは、
ファシリテータを中
心に職場ごとで実施

③ 成果発表会で共有・
水平展開

申し送りの効率化・省力化病棟内の整理整頓

ファシリテータ研修 ファシリテータによる職場
でのワーク



事例：民間企業での参加型職場環境改善の取り
組み（A事業場、製造業）

齋藤明洋（2016）職場ドックで進める働きやすい職場づくり，
労働の科学：7（7），10-15．

スライド扉のキャビネット
で前方スペースを有効活用

社内報で職場環境改善の視点を紹介

全員参加の「ステステ日」
を設定し、不要な書類を廃棄
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事例：新型コロナウイルス感染症対策における
メンタルヘルスと参加型職場環境改善の取り組み

1回目：ハイブリッド型研修会
対面8割：オンライン2割

2回目-4回目：オンライン型参加型研修会
（全員オンライン）

吉川悦子他 知的障害児者施設におけるCOVID-19感染症対策のための参加型研修プログラムの開発 産衛雑（特別号）2021

（全4回 合計81名が参加）



ツールの使い方の例、改善活動

作業チームで良い点、
改善点を検討し発表。

改善計画の作成
（管理職が支援）

担当者を決めて
改善を実施職場検討会を開催、

良い点・改善点の意見交換

改善成果
報告会

アクションチ
ェックリスト
を活用



メンタルヘルス一次予防のための
職場環境改善のアセスメントでは、
良好実践例からなる職場環境改善ヒント集が活用できます。

アクションチェックリストは様々な職場の働きやすい
職場づくりに役立った良好実践に基づき開発されました

– ストレス対策・人間工学・環境衛生原則を採用



《改善領域１》

仕事のすすめ方

《改善領域３》

職場の人間関係・相互支援

いきいき職場づくりのためのアクションチェックリスト
（職場改善ヒント集）でとりあげる４つの職場環境改善領域

《改善領域２》

オフィス・作業場環境

《改善領域４》

安心できる職場のしくみ

例：忙しい時期に備え、また休日・休暇が十分
取れるように前もって業務を準備、調整します

例：換気設備、照明、低騒音設備で、快適な
作業環境にします

例：必要な時に上司に相談したり支援を求めた
りしやすいコミュニケーション環境を整備します

例：育児・介護休暇

例：職場の将来計画や見通しについて、
いつも周知されているようにします
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（「いきいき職場づくりのための職場環境改善の手引き」（改定版2018）

「こころの耳」メンタルヘルス・ポータルサイトか
らフリーでダウンロードできます



いきいき職場つくりのコンテンツは
HPから自由にダウンロードできます

45

「こころの耳」メンタルヘル
ス・ポータルサイトか
らフリーでダウンロードでき
ます

https://ikiikisyokuba.jp/index.html


過労死等事案分析から整理された
職場で重要な過労死等防止対策 ６つの柱・目標

６つの柱 目標の例
①長時間対策 健康の維持に必要な

睡眠・休息がとれる職場

②業務と経営管理 目標・計画・進捗が共有され、
協力して持続的に成長できる職場

③事故・災害防止とケア 安全に働ける職場、災害後にも適
切にケア・サポートしてもらえる職場

④人間関係支援
（含ハラスメント等）

互いに尊重し支えあえる職場

⑤コンプライアンス 社会的に真っ当な職場

⑥健康管理/WLB 健康で元気に働く職場

（高橋、吉川、鈴木ら 2021）



＜健康経営度評価のための５つの柱＞

①経営理念・方針

②組織体制

⑤法令遵守・リスクマネジメント

③制度・
施策実行

④評価
・改善

健康経営評価に職場環境改善を組み入れる

A．骨格部分
 健康づくりの基本方針を定めているか？
 経営層が健康づくりをリードしているか？
 専門職の関与はあるか？
 計画的に取り組んでいるか？
 目標を定め、評価、改善を図っているか？

B．プログラム部分
 健康づくりプログラムのバランスはよいか？

 ハイリスクアプローチ/ポピュレーションアプローチ

 働きやすい職場づくりに取り組んでいるか？

C. 展開部分
 関連会社や協力会社にも促しているか？

引用：(新)企業の「健康経営ガイドブック」 ～連
携・協働による健康づくりのススメ～(改訂第１版：
平成２８年４月)（経済産業省）

経営層の理解とリーダーシップ



ISO45003職場の心理的な健康と安全指針が発行

 労働安全衛生マネジメントシステム
の国際規格（MS規格ISO45001）が
2018年3月に発行

 ISO45001 は、OHSAS18001、厚生
労働省「労働安全衛生マネジメント
システムに関する指針」、中災防、
建災防などガイドラインと

 OHSAS 18001との大きな違いは、
ISO 9001/14001など他のISO-MSと
規格構成や用語の定義が共通化

 職場の心理的な（精神的な）健康と
安全に関する指針が、

ISO45003として6月に発行、日

本語版も近日中に発行予定
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ISO 45003 Occupational health and safety management – Psychological health and safety in the workplace – Guidelines
ISO 45003 労働安全衛生マネジメント―職場の心理的な健康と安全に関する指針

ISO45003 の骨子案
1.適用範囲/2.引用規格:/3.用語及び定義
4.組織の状況 Context of the organization

-組織の状況の理解

5.リーダーシップ及び労働者の参加
Leadership and worker participation

‐一般事項/方針

6.計画Planning
‐一般事項/計画プロセス/危険源（ハザード）の特定/
人的要因及び心理社会的リスク/目標、等

7.支援Support
‐資源/コンピテンス

8.運用Operation
‐運用の計画及び管理/一般事項/
危険源の除去及び心理社会的リスクの
低減/変更管理/調達、請負、外部委託

9.パフォーマンス評価及びマネジメントレ

ビューPerformance evaluation and management review

10.改善Improvement

経営層の理解とリーダーシップ



実施手順の基本ルｰル 職場環境改善における指針

良好事例の活用

対象とする組織/同業種にある良好実践から
学び、取組手順では実施可能な良好実践が
不可欠なことを強調します

職場環境改善の実施手順に関する
科学的根拠に基づくガイドライン（吉川ら、2013）

出典：吉川徹, 吉川悦子, 土屋政雄, 小林由佳, 島津明人, 堤明純, 小田切優子, 小木和孝,川上憲人：科学的根拠
に基づいた職場のメンタルヘルスの第一次予防のガイドライン，産業ストレス研究，20(2)，135-145（2013）

労働者参加型の企画
小集団討議などの労働者参加型の取り組み
を推奨し、対象職場ではその半数以上の労働
者が改善活動に参加する仕組みを作ります

多面多重ﾘｽｸに目配り
現場の多面にわたる心身の負担状態に対す
る改善策を広く取り上げます



参考となる資料：ストレスチェック制度
集団分析＆職場環境改善のガイド

ストレスチェック制度における
集団分析の活用、職場環境改善
へつなげるためには？

実効的な職場環境改善の
具体的な手法・手順

こころの耳：働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト
https://kokoro.mhlw.go.jp/
事業場におけるメンタルヘルスサポートページ（東京大学）
https://mental.m.u-tokyo.ac.jp/jstress/
より全文ダウンロード可能

これからはじめる職場環境改善
～スタートのための手引～研修の教材

独立行政法人労働者健康安全機構
より全文ダウンロード可能
https://www.johas.go.jp/sangyouhoken
/johoteikyo/tabid/1330/Default.aspx

https://kokoro.mhlw.go.jp/
https://mental.m.u-tokyo.ac.jp/jstress/
https://www.johas.go.jp/sangyouhoken/johoteikyo/tabid/1330/Default.aspx
https://www.johas.go.jp/sangyouhoken/johoteikyo/tabid/1330/Default.aspx


まとめ：テイクホームメッセージ

１ 過労死等の実態からみたメンタルヘルス対策の力点
 労働者のメンタルヘルス不調は、過重労働、事故・災害への遭遇、ハラスメント・人間関係など

多要因が重なって発生

 業種、職種別で心理的負荷要因は異なる

２ ストレスチェック制度を活用した職場環境改善
 安全で健康に安心して働くことができる職場環境つくりの方針が大切

 事業主としての安全健康配慮義務としてのストレスチェック制度の活用（手順を決める、手続き
を踏む、活用と記録、見直しなど）

 で生産的な人間関係だけでなく労働時間、チーム作業編成、オフィス環境、安心できる職場のし
くみなど多要因に目配りする

３ 職場環境改善のヒント
 職場環境改善のツールを活用し、継続的な見直し

 労働者が主体的に参加できる職場環境改善の取り組みを

 健康経営、ISOシリーズなど、職場全体の安全衛生のしくみと、心の健康作り計画をシンクロ
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